学校法人会計基準の改正に関する概要
静岡県私立幼稚園振興協会
改正の趣旨

· 少子化の進展など近年の社会経済情勢の変化に伴もない、学校法人の諸活動の様々な見直し。
· 諸活動に見合った会計処理の合理化や財政及び経営状況の明確化が必要。

省令改正

1 諸活動に見合った会計処理の合理化・・・基本金取崩し要件の緩和
2 財政及び経営状況の明確化・・・・・・・注記事項の充実

学校法人会計基準の一部を改正する省令の施行（平成17年3月31日公布、文部科学省第17号）
→平成１７年度の決算書類からが対象となります。

基本金とは（参照）
学校法人が必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、帰属収入のうちから組み入れた金額。

第1号基本金：設立当初取得した教育の用に供する固定資産の価額及び新たな学校の設置もしくは既設の学校の規模の拡大や教育の充実向上のために取得した固定資産の価額。

第2号機本金：将来取得する固定資産の取得にあてるために、事前に計画的、段階的に積み立てる金銭その他資産の額。

第3号基本金：奨学金基金、研究基金等として、継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他資産の額

第4号基本金：恒常的に保持すべき資金として、別に文部科学大臣が定める額

基本金の取崩し要件

1 諸活動の一部又は全部を廃止した場合

2 経営の合理化により第1号基本金の対象となる固定資産を有する必要がなくなった場合

3 第2号基本金の対象となる金銭その他資産を将来の固定資産の取得に充てる必要がなくなった場合

4 その他やむを得ない事由がある場合

留意事項

· 経営の合理化とは

※キャンパスの統合　※医療機器、パソコンなどの保有形態の変更（購入から賃貸へ）　等

· 諸活動の一部又は全部の廃止とは

※設置する学部、学科等の廃止、定員の減少　※奨学金事業等の基金事業の縮小又は廃止

· やむを得ない事由とは

※土地収用の場合などの外的な要因によるもの

· 取替更新に伴う基本金の取扱い

※継続的に保持するかどうかにより繰り延べを検討

· 基本金の取り崩しが安易に行われないようにすること
· 理事会等の学校法人の定める適正な手続きを経ること

· 教育の質的水準の低下を招かないようにすること
基本金組入額または基本金取崩額

各号の基本金毎にレットする。
（第1号基本金）　　　　　（第2号基本金）　　（その他　３号・４号）
基本金　　　基本金　　　　基本金　　　基本金

組入れ　　　取崩し　　　　組入れ　　　取崩し　　　　　　　　　　　合　　計　
対象額　　　対象額　　　　対象額　　　対象額　　・・・・・・・４０＋（－２０）＝２０
１２０　　　８０　　　　　　８０　　　１００　　　　　　　　　２０が当期組入高
組入れ額が大きい　　　　　　取崩し額が大きい
第１号当期組入額計は４０　　第２号当期取崩額計は２０
※机やイスに用に取替更新による取得高と除去高はどちらかが上回るか下回るかその差額が基本金組入か取崩しになる。また除去又は売却した資産と同一種類の資産を再取得する場合は、基本金を繰り延べる。
注記事項の充実

改正前（5項目）　　　　　　　　　　　　改正後（7項目）
1.減価償却の累計額　　　　　　　　　　　1.重要な会計方針（引当金の計上基準もここに含まれる。）
2.徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　2.重要な会計方針の変更

3.担保資産の種類及び額　　　　　　　　　3.減価償却の累計額

4.退職給与引当金の算定方法　　　　　　　4.徴収不能引当金の合計額

5.翌会計年度以後の基本金への組入額　　　5.担保資産の種類及び額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6.翌会計年度以後の基本金への組入額
7.その他財政及び経営の状況を正確に判断する為に必要な事項
（参照）

重要な会計方針とは

　　○引当金の計上基準・・・徴収不能引当金、退職給与引当金　等

　　○リース取引の処理方法　等

　その他財政及び経営の状況を正確に判断する為に必要な事項
　　○有価証券の時価情報　○デリバティブ取引　○学校法人の出資による会社に係る事項

　　○主な外貨建資産・負債　○偶発債務　○所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　○純額表示で表示した補助活動に係る収支　○関連当事者との取引　○後発事象　等

その他
※平成１７年度の決算より実施（財務計算に関する書類）

※各法人の契約する公認会計士の指導と共に特に注意事項の記載内容を相談する。

※基本金の取り崩しは今までと同様、安易に行わず、理事会等の学校法人の定める適正な手続きを経ることと教育水準の低下を招かないようすることが重要。
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